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看多機の開設意向に関する調査結果 

 愛知県内に、退院直後で状態が不安定や在宅看取りなどの在宅療養者を支える看多機の

設置と運営体制支援を進めるために、看多機開設の意向調査及び看多機事業所の現状調査

を実施した。 

 

調査期間 : 2025.9.1～9.19 

調査対象：訪問看護事業所 1.303 か所および小多機 166 か所 計 1.469 か所 

回答結果：訪看事業所 156 か所/1.303（12％）   小多機 31 か所/166（19％） 

回 答 率：12.7％（187/1,469） 

・看多機の前身は訪問看護ステーション（30.4％）と小多機（22.2％）という結果か

ら、愛知県内の訪看と小多機を対象に「看多機の開設意向に関する調査」を実施し

た。調査対象 1,469 か所に送付し、回答数は 187 か所で回答率 12.7％である。 

 

１． 看多機の開設の意向に関する全体（187 か所）結果  

１）事業所の割合            ２）事業所の経営主体  

 ・設置主体として、最も多いのは「営利法人（会社）」で 57％（全国調査 41.6％）、次に

「医療法人」21％（同 20.9％）、社会福祉法人７％（同 21.9％）であった。                    

        

 

３）看多機の開設の意向（全 187 か所）について 

  

 ・本会 R4 年度調査では「開設を検討している」のは 7.4％であったが、今回 10.4％で若

干であるが増えている 
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２． 看多機の開設を予定している事業所の結果（2 か所の回答） 

・開設を予定している 2 か所の開設予定時期は、2028 年度と時期未定である。 

１）開設するきっかけ 

 

２）開設にあたり行政から得た支援 

・「開設に向け指定基準のクリア」1 か所のみ回答あり  

３）開設にあたり行政から得る予定の支援 

・「金銭的補助（補助金や助成金）」1 か所のみ回答あり      

４）得る予定の支援で「金銭的補助」の内容  ５）地域を知るために集めている情報 

 

６）地域の公募状況や補助金制度等で集めている   ７）開設準備で行っていること

 

８） 開設に向けて広報活動を行っている関係機関先 

 

 

 

  

・開設予定するきっか

けは、「レスパイトケ

ア」や「開業者研修受

講」であった 

 

 

開設予定をしているところでは

開設に向けて、地域や制度に関す

る情報を集め、関係機関先等への

広報活動は行っているが、利用者

募集については、何も行っていな

い 
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３．看多機の開設を迷っている事業所調査結果（17 か所の複数回答） 

１）看多機の開設を迷っている理由 

  
２）県や市町村からどんな支援で開設を考えられるか  

  
３）開設を迷いながらも実施していること 

①地域を知るために集めている情報 

 

②地域の公募状況や補助金制度等集めている情報 

  

③事業所の開設準備で行っていること 

 

開設を迷う理由は資金面の確

保困難が一番多く、次に看護・

介護職の確保である。R5 厚労

省報告では、看護・介護・利用

者など人材の確保困難が多く、

次にケアマネや地域住民の理解

が進んでいないであった 

 開設を迷いながらも地域

の情報として、看多機開設

への住民ニーズ，他に開設

地周辺の訪看 ST 整備状況

や高齢者や在宅療養者の状

況など、何らかの地域情報

を集めている 

 さらに地域情報として、補

助金制度や公募、市町村の看

多機の整備方針などの情報も

集めている。開設準備として

は、事業計画の立案を半数弱

で行っているが、何もしてい

ないが多い。 
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４）看多機の開設に関する自由意見 

・開設を考えているが、運営イメージができない。土地、建物など補助金なしではでき

ないし、建築費用も高くなりすぎ手が出ない。 

・開設時の費用負担については 3 件ある 

 ・開設後の経営難を心配し躊躇しているという意見は 4 件みられる 

 ・市町村に問い合わせたが計画になく、許可できないといわれ住宅型有料施設を設立等 

 

４． 看多機開設の予定はない事業所調査結果（163 か所の複数回答） 

１） 開設予定がない理由  

 

・開設の予定がない理由で、その他には「法人や会社の方針にない」という理由が 15 件

あった。中には「訪問看護でていっぱい」「自治体に予定がない」2 件「考えてない」など

である。また「小児専門、精神科に特化」があがっている。 




